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本日は、以下の内容を説明する。 
・ 米国市場に関するいくつかの背景
· 飲料水安全法及びANSI（米国規格協会）/NSF規格による現在の規制の概要及び今後３年内に施行される改正
· 来年初に施行されるカリフォルニア州の鉛フリー配管に関する法律

· 自社製品に銅合金を使用する製造業者に直面するコンプライアンス問題


米国の消費者は、毎年5000万から6000万個の蛇口を購入するが、これらの蛇口具には５万トン～７万トンの銅及び銅合金が含まれている。

そして、これはグローバルな市場であり、すべての最終製品、部品及びサブアセンブリの35％以上は、アジアと欧州から輸入されている。 
明らかに、この市場に係る新たな法律や規則は、使用される銅合金の量や型式に大きな影響を与えることになる。 

現在、配管用部品のための機械規格があるが、健康または汚染物質の規制に焦点を当ててみよう。過去3年間にわたり、配管部品をカバーする規則や法律面で大きな変更がなされてきた。これらの変更の殆どが銅合金の鉛含有量に集中してきた。

飲料水安全法の遵守は、歴史的に、健康への影響とリスク分析に基づいている。鉛の浸出の"許容水準"が医療及び科学調査を通じて決定された。 
水道会社は、消費者の蛇口からでる水の水質試験を行い、仮に水質が米国環境保護庁（USEPA）で定められた上限以上の場合には、適切な措置を講じることが求められる。この上限は現在15マイクログラム／リッターである。部品メーカーは、この上限値に基づく実施基準に適合し、かつ、環境保護庁が定めた最大汚染物質レベルの目標に適合する製品を作ることが求められる。

1996年改正の飲料水安全法は、飲食用の飲料水を分配する終点機器（endpoint　devices）からの鉛浸出を管理するための実施基準を策定することを環境保護庁に要求した。

環境保護庁は、この実施基準として、ANSI/NSF規格６１の第９項を選択した。
1996年の法改正以前は、飲料水安全法は、蛇口や配管継手は８％以上の鉛を含んではいけないことを義務付けた。1996年の改正法では、鉛の最大含有量を８％とし、さらに、蛇口、噴水式水飲器、その他の飲料水調整機器は規格６１第9項の鉛浸出要件に適合しなければならない。
この規格は、飲食用の飲料水を供給する終点機器を対象にするものである。

基準では、終点機器とは、建物の配水システムの最終出口から1リットルの範囲内に組み込まれた機器であると定義されている。
新規の鉛浸出要件が適用される製品は、以下が含まれる。

· キッチン、バー、洗面所の蛇口
· 水飲み場、水クーラー、住宅用の冷蔵庫の製氷機、配水器
· 供給停止、終点制御弁。(
終点機器ではないパイプ、継手及び水道メーター、仕切り弁のようなインライン機器は、規格６１のその他の項でカバーされる。これには、第9項に相当する鉛浸出要件が定められている。飲料水安全法は、また、これらの製品の鉛含有量を８％未満とすることを要求している。

バスタブとシャワー、バルブ、配水管、逆流防止器、ガーデンホース及び洗濯機の蛇口は、飲料水用に使用されないことから、規格６１の要件に適合する必要は無い。

いくつかの製品の実施基準は、飲料水資材の毒性安全のためのＮＳＦ規格６１を参考にしている。現在、29の州が、処理プラント機器と配水システム部品に対し、ＮＳＦ規格６１に従うことを要求している。また、米国のほとんどのモデル配管コードもまた、配管製品用の規格61を参考にしている。

ＡＮＳI／ＮＳＦ規格１４は、全ての飲料水用のプラスチックや配管システム部品（金属継手、プラスチックチューブのような）に対し、ＡＮＳI／ＮＳＦ規格６１に従うよう要求している。
飲料水安全法は、ＮＳＦ規格６１の遵守を要求しているのであり、独立した第３者の証明を要求してはいない。米国に拠点を置くほとんどの蛇口製造業者及び一部の欧州、アジアの製造業者は、ＡＮＳＩ認定研究所によって証明された製品を所有するという選択をした。そしてこれらの製品は、規格６１第９項の認証を示す製品パッケージの印をつけている。
規格61の下で、製品は、特別な抽出水に3週間にさらされる。 
米国環境保護庁が鉛を含む多くの汚染物質に関する安全レベルを設定するため、分析者は、抽出水中の濃度が確実に規制レベル以下になるようにしなければならない。

規格６１は、水処理プラントの処理水や貯留水に使用される設備から、配水管、バルブ、市の配水システムにおける機器及び建物の全配管製品までの全てに適用される。

この規制は、2007年には、より厳しい方向へ改正された。附属書Ｆが作成されて規格に追加された。

この付属書は、２０１２年７月１日までに以下を要求している。

· 供給停止器、フレキシブル配管コネクター、その他の部品以外のセクション９の機器に関しては、品質統計に係る鉛浸出の合格基準を１１μg／Lから５μg／Lに強化する。
· 供給停止器、フレキシブル配管コネクター、その他の部品に関しては、品質統計の合格基準を１１μg／Lから３μg／Lに強化する。
· 配管システム内の水道メーター、バルブ、その他部品を含むセクション８の機器に関しては、合格基準を１５μg／Lから５μg／Lに強化する。
明らかに大変な削減であり、これを確実に遵守するためには、製造業者による大変な努力が必要とされる。また、これは国家レベルで要求されるものである。
地域別では、要件がカリフォルニア州とバーモント州でまさに変化しようとしている。

2006年、カリフォルニア州では、配管部品において許可される鉛の量を制限する法案が可決された。また、バーモント州でも2007年に、ほぼ同一の法律が可決された。

2010年1月1日に施行されるその法律は、鉛フリーではない部品を商取引に導入することは違法であると規定している。

"鉛フリー"の定義は以下のとおり。： 
・はんだ及び接着用材の鉛含有量は０．２％未満であること

・パイプの接液面、パイプ継手、配管継手及び取り付け付属品に使用されるときの鉛含有量の加重平均値が０．２５％未満であること

この法律は、飲食用の送配水に供されるキッチン蛇口、バス蛇口及びその他のend-use機器に適用される。

建物内の水道メーター、バルブ、その他の配管部品は、この最後のカテゴリー（その他のend-use機器）に属するとみなされる。
以下の特殊製品は、要件から除外される。

· サービスサドル
· 非飲用向けの逆流防止器
· 直径が５１ｍｍ以上の配水用メイン仕切り弁
· 飲食用に供されないパイプ、パイプ継手、配管継手、取り付け付属品、
この最後のカテゴリーは、ある混乱を引き起こすようにも思われる。配水管の構成部品、便器、温水浴槽は明らかにこのカテゴリーに該当する。しかしながら、温水用の部品、シャワー、浴槽蛇口がどの程度考慮されるかは不明確である。法遵守の監視を担当するカリフォルニア州有害物質管理局は、これらを飲食用の水に関連するものとはみなさないと示唆した。
しかしながら、この適用除外を認める書面はなにもなく、これが、多くの製造業者間での懸念を引き起こした。
カリフォルニア州有害物質管理局は、２００８年に権限を付与されたが、そのときカリフォルニアで２つの法案が可決された。第一の法律は、カルデロン・州上院議員が提案したＡＢ１３３４であり、米国規格協会（ＡＮＳＩ）の認定を受けた研究所による第三者証明を義務付けた。
多くの研究所が配管部品を証明するために既に認定を受けている。これらの研究所には、NSF インターナショナル、Underwriters研究所、CSAインターナショナル、水質協会、国際配管・機械役員協会（ＩＡＰＭＯ）、Truesdail研究所が含まれる。
コルベット・州上院議員により提案された２番目の法律ＡＢ１３９５は、有害物質管理局（ＤＴＳＣ）に対し、鉛フリー配管材の遵守状況を評価すべく州公衆衛生局（ＤＰＨ）と調整することを要求している。２０１０年１月に効力を発する。
· カリフォルニア有害物質管理局は、遵守状況判断のため、７５件までの水道蛇口、配管継手、取り付け付属品を採取する権限を与えられる。もし、管理局が財源（resources）を制限した場合には、件数は７５件よりももっと少なくなりうる。現在、財源が非常に限定されており、カリフォルニア州の予算問題が実施予定の監視の規模に影響を与えるかもしれない。

· サンプルは、一般に容易に入手しうる場所―すなわち、卸売店や小売店、例えば、大型の日曜大工店、配管工具倉庫、金物店で採取される。
· 有害物質管理局は、試験方法、手順、サンプル調整手法を決定する。これは重要な課題である。なぜならば、それが業者の法遵守を確保するための試験方法や品質管理の維持方法を示すことになるからである。
· また、当局との会合では、彼らは、有害物質管理局（ＤＴＳＣ）がインターネット上に結果を掲載するつもりであり、また、州の公衆衛生局に結果を通知するであろうと述べた。
現時点では、法違反に対しどのような罰則が科せられるかは定かではない。


製造業者のコンプライアンス戦略は、従来の銅合金を、０．２５％未満の鉛を含有する非鉛合金に替えるということに焦点を当てている。これらの選択肢には、非鉛黄銅、シリコン青銅、銅―ビスマス合金が含まれる。残念なことに、ステンレスやプラスチックのような競合材を銅合金に置き換えるという選択肢も含まれる。規則では、接液面の鉛含有量が加重平均で０．２５％である以上、もし、同数の製品に非鉛やごく微量の鉛を含有するものがある場合は、幾つかの部品は０．２５%以上の鉛を含有しうるということを意味する。
このため、カリフォルニア州と認定研究所は、ライナー、コーティング剤、酸洗浄その他の表面処理に関するコンプライアンス・ガイドラインを策定することになった。

鉛製の軸受表面が固定障壁を有するライナーやシールドを使用することによって水接触から遮断されたときは、鉛を含有するライナーは使用されうる。したがって、このライナーは受理しうるコンプライアンス戦略となる。
塗装物が使われるときは、塗装基盤の鉛含有量は、加重平均の計算に使用される。
したがって、塗装物はコンプライアンス戦略としては受理されない。
そして最後に、接液面が鉛除去技術で処理されてきた部品については、鉛成分の百分率は、表面処理が施される前の、その部品製造に使用された材料に基づくことになる。
カリフォルニア州及びバーモント州の規制は、当該州に適用されるものであるが、ＮＳＦ規格６１は国の規格であり全国に適用されるものであることを認識することが重要である。

従って、カリフォルニア州やバーモント州で販売される製品は州の要件に適合しなければならいし、また、規格６１の認証も得なければならない。各製造業者が全ての生産ラインをカリフォルニア州に準拠すべく変換すべきかどうか、又は、彼らがカリフォルニア又はバーモントの生産ラインの一部のみを変換すべきかどうかを判断がすることが問題を更に複雑化している。
結論としては、これは、米国における現在の規制状況の単なるスナップ写真である。
将来どのような変化が起きるかを予見することは不可能ではあるが、規則の更なる改正がなされるであろうこと、また、それらが更に厳しくなるであろうことは自信をもって予見できる。

